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経済特区企業の在宅勤務大幅緩和措置について

FIRB Board Resolution 2026-05

本一時的措置の実施は、以下の一般指針に従うものとする：

超過分は不遵守があった月におけるすべての超過分の平均として算出される。

ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

d. 本決議dに基づきWFH制度を実施するRBEは、関係IPAに通知しなければなら
ない。

従来経済特区登録企業については、職員の在宅勤務を厳しく制限しています。認可事
業活動は特区内で行うべしという基本方針によるものです。今までにもコロナ禍によ
る在宅勤務制限の一部緩和措置がとられたことがありますが、今回はイラン戦争によ
るエネルギー危機に対応する措置として、従来よりも大幅な緩和措置が講じられまし
た。　FIRB（Fiscal Incentives Review Board）Resolution 2026-05が公表されていますの
で、解説します。　以下ご参照下さい。(青色は弊所コメントです)

RA第12066号IRR第24条に基づく一時的措置として、また2026年大統領令第110
号により宣言された国家エネルギー非常事態に対応して、経済特区を管轄する
IPAに登録されたRBEは、財政的および非財政的インセンティブの享受に不利益
を及ぼすことなく、在宅勤務（WFH）制度を実施することが認められる。

a.    RBEが採用できるWFH制度は、総従業員数の最大90％までとする。ここで
「総従業員数」とは、当該RBEの登録プロジェクトまたは活動に従事する従業員を
指す。

b.    IPAは、その裁量により、個別の状況、業務の性質、および管轄下のRBEの
ニーズに基づき、総従業員数の50％を下回らない範囲で、より低い上限を設定
することができる。

c.    RBEがIPAにより設定された上限を超過した場合、当該超過分に対して通常
の所得税を課すことにより、罰則を科すものとする。

＊この罰則規定については、それほど神経質になる必要はないかと考えます。在
宅勤務の立ち入り調査が即入るというようなことは考えられません。（そのような指
摘を受けたという事例も弊所ではありません。　但し、過去従業員勤務記録によ
り、在宅勤務制限を超過しているというような記録が残っていての指摘事例はあり
ます）


